国際私法I　2010年度期末試験
高橋宏司　出題

日本人女Zは、甲国人男Xとの離婚後200日目に乙国人男Yと婚姻し、Xとの離婚後250日目に子Wを出産した。X・Y・Zはいずれも日本に常居所を有しており、WはYとZが婚姻後に日本に建てた家で出生した。以下の各小問に答えよ。
(小問1)  日本から見て、YとZの婚姻は、再婚禁止期間に関する要件を充たすか。 (期末試験総計80点中30点)
(小問2)  XとZの離婚およびYとZの婚姻が有効であるとして、日本から見て、WはX・Yいずれの嫡出子として推定されるか論ぜよ。(50点)
なお、甲国法と乙国法について以下のことが分かっている。
甲国と乙国のいずれの民法も「離婚した女と婚姻しようとする男は、女が離婚後７カ月を経過した後でなければ、これをすることができない」と規定する。また、甲国と乙国のいずれの国際私法によっても、婚姻の成立要件は男の本国法によることになっている。
甲国と乙国のいずれの民法によっても、婚姻の成立の日から30日を経過した後に生まれた子は夫の嫡出子と推定され、離婚後200日以内に生まれた子は前夫の嫡出子と推定される。また、甲国と乙国のいずれの国際私法によっても、嫡出推定は夫の本国法によることになっている。
